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これまで 3回にわたり中国での PPP プロジェクトに関する税務上の論点を紹介してきましたが、今回は PPP プロジェクトの各段階での増値税の
取扱いと PPP プロジェクト会社以外の参加者への税務上の留意点などを紹介・議論します。 

 
増値税の取扱い 

一般に、官民連携（以下 PPP）プロジェクトの施設建設フェーズでは以下のような活動が生じます。これらの活動のそれぞれに関連する中国の
増値税の取扱いを簡単にまとめます。 

企業が実施する活動 増値税の取扱い 

土地使用権の取得 • 多くの場合、政府からの土地使用権取得に関して仕入増値税還付は請求できない。 

• プロジェクトが販売用不動産開発（例：公共住宅）に関係する場合は例外。この場
合、後日の売却にかかる増値税の課税標準は、販売収入から政府に支払った土地購入
価格を控除した金額となる。 

2018年 1月 
 

China Management News  
（KPMG中国マネジメントニュース） 

中国の官民連携（PPP）プロジェクトへの税務上の影響 （4）  

建設および既存施設の譲渡 
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外部の建設会社との契約 • 一般的には、建設サービスには 11％の増値税率が適用される。プロジェクト会社は、特
別増値税込み請求書を入手していることを条件として、通常は仕入増値税還付を請求
できる。 

• 場合により 3％の増値税率が適用できる場合もある。これは次の場合に適用される。 

 既存の建築プロジェクト 1で、着工が 2016年 4月 30日またはそれ以前である。 

 建築サービスを購入し、主体（プロジェクト会社）が設備・資材の提供を行う。 

• 不動産建築によって生じる仕入増値税還付には「60／40 ルール」が適用される。すなわ
ち、仕入増値税還付の 60％は直ちに請求できるが、残りの 40％は 1年後にならないと
請求できない。現時点では、この取扱いが BOT モデルの不動産にも適用されるかどうか
については不確定な部分があり、注意が必要 2。 

建設サービスに付随するサービス • 一般に建設段階の前または建設中に必要とされるサービスで、増値税の観点からは建設
サービスに含まれないものがいくつかある。 

• 例えば、通達財税[2016]36号では、環境影響評価サービスと建設プロジェクト管理サ
ービスは「コンサルタントサービス」とみなされ、6％の増値税が課税されると規定している。 

設備の調達 • 設備の調達には一般に 17％の増値税が課税される。 

 
法人所得税の取扱い 

PPP プロジェクト会社は、建設サービスの費用を課税所得から控除できます。 

その他の税の取扱い 

PPP プロジェクト会社は、土地使用権の取得時に契税（不動産取得税）と 0.05％の印紙税が課されます。建設契約、設備設置契約につい
ては、プロジェクト会社と建設会社がともに 0.03％の印紙税を納付します。調達契約については、プロジェクト会社と物品サプライヤーの両方が
0.03％の印紙税を納付します。 

 既存施設の譲渡 
増値税の取扱い 

場合によっては、プロジェクトが施設を一から建設するのではなく、政府から既存の資産・施設の譲渡を受ける必要が生じることがあります。TOT
や ROT の形で着手されるプロジェクトが例として挙げられます。 

下表に既存施設の取得に関する増値税の取扱いをまとめました。 

                                                 
1 2016年 4月 30日またはそれ以前に建築許可を取得したプロジェクト、または着工日が 2016年 4月 30日またはそれ以前の工事契約を指す。 
2 財会[2008] 11号によれば、BOT プロジェクトを目的として建設されるインフラは、会計上固定資産ではなく、金融資産または無形資産として認識しなければ
ならない。 
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PPPプロジェクト会社
が実施する活動 

増値税の取扱い 

不動産の取得 • 一般に不動産の取得には 11％または 5％の増値税率が適用される。具体的な税率
は、原資産に一般増値税方式と簡易増値税方式（例えば、2016年 5月 1日の
時点で売り手がその不動産を所有していた場合）のどちらが適用されるのかによって異
なる。 

• プロジェクト会社は、特別増値税込み請求書が入手できる限り、通常は仕入増値税
還付を請求できる。 

• 不動産取得によって生じる仕入増値税還付には「60/40 ルール」が適用される。すな
わち、仕入増値税還付の 60％は直ちに請求できるが、残りの 40％は 1年後になら
ないと請求できない。 

設備の取得 • 設備の取得には一律 17％の増値税率が課税される。 

施設の修復 • 修復サービスは、増値税の観点で見た場合、建設サービスに該当する。したがって、一
般に 11％の増値税率が適用される。プロジェクト会社は、特別増値税込み請求書が
入手できる限り、仕入増値税還付を請求できる。 

• 修復のための支出が、原資産である不動産の取得価額の 50％を超える場合には、
仕入増値税還付にも同様に「60/40 ルール」が適用される。 

前の項で説明したように、仕入増値税還付を請求できるかどうかは、PPP プロジェクト会社が特別増値税込み請求書を入手できるかによって決ま
ります。政府が売り手／サービスプロバイダーの場合、特別増値税込み請求書は必ず入手できるとは限りません。 

法人所得税の取扱い 

多くの場合、地方政府は、金融プラットフォーム会社を通じて既存施設をプロジェクト会社に譲渡することがわかっています。このような場合、地方
政府の金融プラットフォーム会社は譲渡人であり、資産譲渡で得た利益を認識する必要があります。 

ここで、現行企業所得税規則に基づき、この段階で譲渡された資産に財税[2009]59号が定める税制上の特例措置が適用できるかどうかを
検討してみました。政府がこの点を明確にする政策を打ち出すことが望まれます。財税[2009]59号が定める税制上の特例措置が適用可能で
あれば、資産譲渡で得た利益を認識する必要がないので地方政府の金融プラットフォーム会社にとっては好都合です。一方、税制上の特例措
置の適用は、プロジェクト会社にとって必ずしも有利ではありません。それには次のような理由があります。 

• 税制上の特例措置が適用できる場合、PPP プロジェクト会社は取得した譲渡資産の課税基準額を記帳する際に元の課税基準額（すな
わち、地方政府の金融プラットフォーム会社における譲渡資産の簿価）を使用しなければなりません。この場合、一般に PPP プロジェクト会
社が取得した譲渡資産の課税基準額は時価より低くなります。もし、完了段階で、PPP プロジェクト会社から政府に譲渡された資産に税制
上の特例措置が適用されなかった場合、PPP プロジェクト会社は資産譲渡で得た非常に高額の利益を認識しなければならないため、企業
所得税負担が重くなります。 

• 税制上の特例措置が適用されない場合、PPP プロジェクト会社は、取得した譲渡資産の課税基準額の記帳に時価を使用しなければなり
ません。もし、完了段階で、PPP プロジェクト会社から政府に譲渡された資産に税制上の特例措置が適用されなかった場合、PPP プロジェク
ト会社は資産譲渡で得た利益を認識しなければなりませんが、その額は比較的小さいため、企業所得税負担は軽くなります。 

したがって、地方政府が金融プラットフォーム会社を通じて既存プロジェクトを PPP プロジェクト会社に譲渡した場合、税制上の特例措置の適用
は、どちらの当事者にとっても有利でない可能性があります。税制上の特例措置を申請するための基準を満たしている場合には、全関係者の利
益を秤にかけた上で申請するかどうかを決定するのが賢明です。さらに、上述のとおり、この状況下でこうした「譲渡」の目的は既存資産の売買で
はありません。今後は PPP プロジェクトのライフサイクル全体にわたり、資産譲渡で得られた利益については法人所得税を免除するなどの特別な
優遇政策を敷くことが政策立案者には望まれます。 
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その他の税の取扱い 

PPP プロジェクト会社は、不動産または土地使用権の取得時に契税と 0.05％の印紙税を課されます。資産譲渡に何らかの施設や物品が含ま
れる場合、PPP プロジェクト会社と物品供給者の双方が、調達契約に関して 0.03％の印紙税を納付しなければなりません。著作権、商標独
占権、特許権、専有技術使用権といった特定の無形資産が資産譲渡に含まれる場合、PPP プロジェクト会社は 0.05％の印紙税を課されるこ
とがあります。 

 

 
増値税の取扱い 

PPP プロジェクトがどの PPP モデルを採用するかによって、会社が得る所得の性質、さらには対応する増値税の取扱いも異なってきます。一般論と
して、増値税は以下のような形で課税されると思われます。 

 請負代金：民間企業が資産所有権を持たない O&M モデルや MC モデルでは、民間企業は施設運営の請負代金をサービスの対価
として受け取ります。多くの場合、請負代金は「企業管理サービス」に該当し、6％の増値税が適用されるでしょう。 

 営業利益：民間企業が資産または事業の所有権を持ち、自らが運営にあたる PPP モデルの場合、これらの資産や事業で民間企業
が得る収益にかかる増値税の取扱いは、その活動の性質によって異なります。下の表は、適用される増値税の税率を簡単にまとめたも
のです。 

取引の性質 増値税税率 
現代型サービス、金融サービス、ライフスタイルサービス、付加価値通信サービス 6％ 

不動産の売却・賃貸、建設サービス、輸送サービス、基本通信サービス 11％ 

動産リース 17％ 

物品販売 11％または 17％ 

上記の一般的な増値税税率のほかに、特定の種類の事業活動には増値税優遇政策や特例措置が適用されます。例としては、特定の医療サ
ービスに対する増値税免除、納付済み増値税の一部還付または全額還付（例：総合的な資源活用に関するプロジェクト）、あるいは特定の
種類の高速道路に対する簡易増値税方式の適用などが挙げられます。PPP プロジェクトに適用される優遇措置や特別措置を一つひとつ分析す
ることがこのレポートの目的ではありませんが、ここには重要なメッセージがあります。それは、プロジェクトに先立ち、プロジェクトで得た収益に関わる
売上増値税の取扱いを必ず検討しなければならないということです。これはプロジェクトの予想リターンに直接影響を与えるからです。 

 政府の助成：このレポートですでに説明したように、中央政府からの助成に増値税は課税されません。この規定は見た目は比較的単
純ですが、地方政府の補助金には増値税が課税されるのかどうかという疑問が湧きます。「補助金」という言葉が何を意味するのかも今
後の論点となります。 

 

企業所得税の取扱い 

現在のところ、PPP プロジェクトにかかる企業所得税に関して特別な優遇措置は実施されていません。公共サービスの分野では、PPP プロジェクト
は主に鉄道輸送、水道、暖房、廃棄物処理、総合的環境管理、スポーツ、医療等で採用されています。現行税制では、公共インフラや公共サ
ービスに関してさまざまな優遇措置が実施されています。PPP プロジェクト会社は、これらの優遇措置を平等に受けることができます。 

国から手厚い支援を受けられる公共インフラプロジェクト、環境保護プロジェクト、エネルギー・水保全プロジェクトへの投資とこれらのプロジェクトの
運営には、企業所得税優遇措置の適用が可能です。特に、上記のプロジェクトで得た収入は、プロジェクトが営業利益を生み出すようになった年
から 1～3年目までは免税、4～6年目までは企業所得税 50％軽減となっています。 

PPPプロジェクトの運営 
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国から手厚い支援を受けられる公共インフラプロジェクトとは、「企業所得税優遇措置が受けられる公共インフラプロジェクト一覧（Catalogue 
of Public Infrastructure Projects Eligible for Preferential Corporate Income Tax Treatment）」に規定される、港・埠頭、空
港、鉄道、高速道路、都市公共輸送、電力、水道等に関係するプロジェクトを指します。環境保護、エネルギー・水保全プロジェクトには、公共
下水処理、公共ごみ処理、バイオガスの総合的開発・利用、省エネや排出削減のための技術変革、淡水化などが含まれます。 

企業が環境保護、エネルギー・水保全、労働安全のために使用する特殊な設備を購入した場合には、その特殊設備に投じた金額の 10％を当
該年度の課税所得から控除できます。未控除分はその後（課税年度で）連続して 5年間繰り越すことができます。財税[2008]48号によれ
ば、企業が自己資金と銀行融資を使って特殊な設備を購入した場合は投資額を課税所得から控除できます。その企業が政府の助成を利用し
て特殊な設備を購入した場合は、課税所得からは投資額を控除することができません。購入した日から（課税年度で）5年間にわたって使用
した特殊設備を企業が譲渡または賃貸した場合、すでに税制上の優遇措置を受けているのであれば、その特殊設備の使用を中止した月から優
遇措置の適用を中止し、控除額に相当する企業所得税を追納しなければなりません。譲受人は、特殊な設備に投資した金額の 10％を課税
所得から控除できます。未控除分は 5年（課税年度）にわたって繰り越せます。 

資格を満たす非営利の年金機関には企業所得税免税措置が適用されます 3。年金機関は国内資本でも外国資本でも、同じ税制上の優遇
措置を等しく受けられます。企業所得税免税措置は、資格を満たす民間の福祉・非営利年金機関が得た収入にも適用されます。 

国が定める診察料で非営利の医療機関が得た医療サービス収入については、あらゆる種類の税が免除されます。この措置は、国が定める料金
よりも診察料が高い医療サービス収入には適用されません。非営利の医療機関が得た非医療サービス収入が医療・健康サービスの条件改善に
直接充てられた場合、税務当局の承認が得られればこの収入を課税収入から控除できます。その場合は、控除後の課税収入に企業所得税が
課されます。医療機関、妊産婦・小児医療機関及びその他の医療機関が国の定める診察料で得た医療サービス収入は、あらゆる種類の税を
免除されます 4。 

また、PPP プロジェクトは、特定の地域で設立された企業に対して国が提供する優遇措置を平等に受けることができます。例えば、「西部地区開
発」に関わる措置や自治区の企業に対する税制上の優遇措置などがあります。 

 

 
増値税の取扱い 

プロジェクト会社がプロジェクトを完了する時点で増値税の納税義務が生じる場合があります。さまざまな完了モデルで起こりうる増値税の取扱い
を下の表にまとめました。 

完了モデル 増値税の取扱い 
施設の譲渡 • 例えば、BOT、TOT または ROT モデルで、合意された期間にわたる運営が終了した

後、プロジェクト会社が施設を政府に再び譲渡しなければならないケースを指す。 

• 一般に資産譲渡には増値税が適用される。適用税率は譲渡される資産の性質によ
る。例えば、設備や資材の譲渡には 17％が適用され、不動産の譲渡には 11％また
は 5％が適用される。 

• ただし、取引全体が継続的事業の譲渡とみなされる場合、その取引は増値税の適用
対象外として取り扱われる可能性があるが、経験上、実現は困難と思われる。 

運営権の譲渡 • O&M モデルや MC モデルなど、プロジェクト会社が事業または資産の運営業務を委託
され、所有権を持たないケースを指す。 

• 委託契約が自然に満了した場合、増値税の納税義務は生じないと思われる。 

 

                                                 
3 国発[2013]35号 
4 財税[2000] 42号 

PPPプロジェクトの完了 
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法人所得税の取扱い 

完了段階で、プロジェクト会社は施設を政府に再び譲渡します。資産の譲渡を受ける政府は企業所得税の納税者ではありません。その資産が
プロジェクト会社から別の会社に譲渡された場合と同じように、税制上の特例措置が適用されるかどうかは全くはっきりしていません。 

政策立案者が、完了段階での資産譲渡に関する企業所得税の取扱いを明確化するための手段を検討することが望まれます。 

その他の税の取扱い 

プロジェクト会社が不動産や土地使用権を政府に再び譲渡する際に、プロジェクト会社は土地増値税（LAT）を納付しなければなりません。プ
ロジェクト会社には 0.05％の印紙税も課されます。資産譲渡に施設または物品が含まれる場合、プロジェクト会社は 0.03％の印紙税を納付
することになります。著作権、商標独占権、特許権、専有技術使用権といった特定の無形資産が資産譲渡に含まれる場合、プロジェクト会社は
0.05％の印紙税を課されることがあります。 

 他の PPPプロジェクト参加者 

PPP プロジェクトには、政府と主要な民間投資家のほかにも多数の参加者が関与し、その役割によって、プロジェクトのさまざまな段階に参加しま
す（例えば、資金調達段階の貸付人、建設段階の建設会社）。また、プロジェクトのライフサイクルを通じて関与する場合もあります（例えば、
プロジェクトのライフサイクルを通じた各種のコンサルタント業務）。これらの一部については、プロジェクト会社と民間企業の観点からこれまでの項で
簡単に説明しました。参照しやすいように、PPP プロジェクトに関与する一般的な参加者とその活動の一般的な税務上の取扱いをもう一度簡単
にまとめます。 

参加者 増値税の取扱 法人所得税の取扱 印紙税の取扱 
銀行またはその
他の債権者 

• 総金利収入に税率 6％が適用され
る。費用について仕入増値税還付
を請求できる。 

• 総金利収入に 25％の
企業所得税が適用され
る。費用の一部を課税
所得から控除できる。 

• ローン契約またはファイ
ナンス・リース契約（セ
ール・アンド・リースバック
契約を含む）に
0.005％の印紙税が
適用される。 

建設会社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

• 一般増値税方式のもとで、総建設
収入に税率 11％が適用される。費
用について仕入増値税還付を請求
できる。 

• 簡易増値税方式が適用される場合
は、純建設収入（下請業者への支
払いを控除）に税率 3％が課税さ
れるが、仕入増値税還付は請求で
きない。 

• 簡易増値税方式は以下の場合に
適用される。 

 「既存の」建築プロジェクト 5で、
着工が 2016年 4月 30日
またはそれ以前である。 

 建築サービスを提供し、主体
（PPP プロジェクト会社）が設
備・資材を提供する。 

• 総建設サービス収入に
25％の企業所得税が
適用される。費用の一
部を課税所得から控除
できる。 

• 建設契約および設置
契約に 0.03％の印紙
税が適用される。 

• 建設会社がプロジェクト
会社に設備を販売する
際の販売契約に
0.03％の印紙税が適
用される。 

                                                 
5 2016年 4月 30日またはそれ以前に建築許可を取得したプロジェクト、または着工日が 2016年 4月 30日またはそれ以前の工事契約を指す。 
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参加者 増値税の取扱 法人所得税の取扱 印紙税の取扱 
コンサルタント
（例：建設プロ
ジェクトの法務、
税務、経営、エ
ンジニアリング、
設計） 

• サービス手数料総額に税率 6％が
適用される。費用について仕入増値
税還付を請求できる。 

• サービス手数料収入総
額に 25％の企業所得
税が適用される。費用
の一部を課税所得から
控除できる。 

• エンジニアリング関連の
調査・設計契約に
0.05％の印紙税が適
用される。 

監査人 • サービス手数料総額に税率 6％が
適用される。費用について仕入増値
税還付を請求できる。 

• サービス手数料収入総
額に 25％の企業所得
税が適用される。費用
の一部を課税所得から
控除できる。 

• 該当せず 

保険会社 • 損害保険の表定保険料に税率
6％が適用される。仕入増値税還
付を請求できる。 

• 損害保険の表定保険
料に 25％の企業所得
税が適用される。費用
の一部を課税所得から
控除できる。 

• 財産保険契約に
0.1％の印紙税が適用
される。 

各種資材・物品
の供給業者 

• 売上金額に税率 17％／11％が
適用される。仕入増値税還付を請
求できる。 

• 売上総利益に 25％の
企業所得税が適用され
る。費用の一部を課税
所得から控除できる。 

• 販売契約に 0.03％の
印紙税が適用される。 

 
4. 結論 

中国において PPP は比較的新しい手法ですが、着々と広がっています。公共サービスの分野での PPP の推進は、政府の機能を変革し、市場の
活性化と経済成長の新しい起点の創出を図るための重要な改革策ですが、今のところ税制面での PPP の取扱いを定める具体的な規則が中
国では総じて実施されていません。 

中国において、政府は増値税制度と企業所得税制度の枠外ですが、政府が PPP の当事者として関与することで増値税や企業所得税の問題
が多数生じます。これらの問題は、PPP に参加する民間企業だけでなく、PPP に出資する第三者や他の PPP参加者と契約する第三者にも影
響を及ぼす可能性があります。こうした税務上の問題は慎重に取り扱い、キャッシュフローや財務諸表の観点で予算に織り込み、締結する法律
文書その他の契約文書で管理する必要があります。PPP推進を後押しする政策を政府がとることを、国務院は国弁発[2015]42号で明確に
表明しています。こうした政策による保証の 1 つが、財政面、税務面での支援政策の改善と確立です。財政部は、将来的に PPP に関する税務
政策を打ち出すことが予想されます。 

このレポートが、検討を要する問題を理解する上での手引になれば幸いです。ただし、具体的な PPP プロジェクトの評価・分析に際してはこのレポ
ートに記載された所見と共に、KPMG もしくはその他の専門家の個別ケースに基づくアドバイスを必ず求めてください。 

（みずほチャイナマンスリー 2018年 1月号に掲載） 
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